
 TCFD に基づく情報開示 

 
気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD; Task Force on Climate-related Financial Disclosures）は、気候変動に関わる金融市場の不安定化リスクの低減
を目的に、G20 の要請で金融安定理事会により設立されたタスクフォースで、気候変動がもたらすリスクおよび機会について企業等が把握、開示することを推奨する提言を
2017年 6 月に発表しました。富士通グループでは、2019 年 4 月に TCFD の提言に賛同し、有価証券報告書、CDP（注 1）質問書、統合レポート、Web サイトなどの
開示媒体おいて、投資家をはじめとする様々なステークホルダーに対し積極的な情報開示に取り組んでいます。 
 
注1 CDP︓運用資産総額 140兆米ドルを超える機関投資家を代表し、世界の 24,800以上の企業に対して、環境分野に関する調査を実施する国際的な非営利組織（2025年 1月時点）。 

 
項目 対応状況 参照先 

ガバナンス

(Governance) 

気候関連のリスク
と機会に対する取
締役会の監督体
制 

 富士通グループでは、サステナビリティ経営委員会において、気候変動に係るリスクと機会の共有、中長期的な課題の検討

および方針の策定を行っています。これらの結果は、経営会議を通じて取締役会に報告されます。これまでに、1.5℃を含む

複数の気候変動シナリオを用いた分析結果、GHG排出ネットゼロ目標および再エネの利用拡大に向けた取組み方針、マ

テリアリティ（気候変動をはじめとした環境課題を含む）などが経営会議を通じて取締役会に報告・議論されています。 

2024年度には、マテリアリティ項目の見直し案が取締役会に提示、議論され、気候変動に関する項目が取締役会の承

認のもと、継続されることが決定しました。 

また、独立社外取締役・監査役から成る「独立役員会議」においても、気候変動対応を含むサステナビリティ経営のマネジ

メント状況、ネットポジティブ測定方法、サステナビリティビジネス、サステナビリティ情報開示動向について報告されています。

これらのように、サステナビリティマネジメントの状況については、取締役会がその進捗状況を監督する等、気候変動への監督

体制を一層強化しています。 

今後も年 2回開催される「サステナビリティ経営委員会」の内容を中心に、取締役会による気候変動の監督を継続して進

めます。 
 気候リスクを含むグループ全体で特定された重要リスクについて、リスク・コンプライアンス委員会より定期的に取締役会に報
告されます。さらに、ISO14001 に基づく環境マネジメントシステム（EMS）を構築しており、EMS による活動結果は、経
営会議を通じて取締役会に報告されます。 

 富士通グループ

のサステナビリテ

ィ経営 

 コーポレートガバ

ナンス 

 環境マネジメン

トシステム 

 リスクマネジメン

ト 

気候関連リスクと
機会を評価・管
理するうえでの経
営者の役割 

 代表取締役社長は、サステナビリティ経営委員会およびリスク・コンプライアンス委員会の委員長を務め、最高位の意思決

定の責任と業務執行の責任を担っています。取締役は、経営会議を通じた報告をもとに監督する責任を有します。また、

CSSO（Chief Sustainability & Supply Chain Officer）はサステナビリティの最高責任者として、取締役、経営幹

部への変革提案とサステナビリティ関連業務執行を推進しています。 

 2022年度以降、業務執行取締役の賞与に気候変動課題を含む ESG指標を追加しています。 

戦略 

(Strategy) 

短期・中期・長期
の気候関連リスク
と機会 

 気候変動シナリオ分析を踏まえ、気候変動関連リスク・機会を特定し、対応策も検討・推進しています。気候変動の「緩和

策」や「適応策」に貢献するサービスや ICT 製品の提供は売上拡大の機会をもたらし、物理リスクや規制リスク等は、自社

オペレーションやサプライチェーン対応における運用コスト等に影響を与えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 環境リスクへの対
応 
 

 中長期環境ビ
ジョン 

 

事業・戦略・財務
計画に及ぼす影
響 

2℃以下シナリオ
を含む、様々な
気候関連シナリ
オに基づく検討を
踏まえた組織戦
略のレジリエンス 

 2021年、富士通グループは、1.5℃、4℃シナリオを用い、気候変動の影響を受けやすい事業を対象に、2050年までを
考慮したシナリオ分析を実施しました。 

 富士通にとってのリスク対応および顧客の課題解決支援による機会獲得の面で分析した結果、中長期的な観点から富士
通の事業は戦略のレジリエンスがあると評価しました。 

リスク管理 

（Risk 

Management） 

気候関連リスクを
識別・評価するプ
ロセス 

 リスク・コンプライアンス委員会にて、全社のリスクマネジメントを推進。各部門のリスクアセスメント結果をもとに、影響度・発生
可能性の 2側面でマトリクス分析を行い、リスクを選別・評価し、結果を取締役会に報告します。 

 環境リスクへの
対応 
 環境マネジメン
トシステム 

 リスクマネジメン
ト 

気候関連リスクを
管理するプロセス 

 ISO14001 に基づく環境マネジメントシステムを用いて、リスクモニタリングを実施しています。気候変動対策の進捗管理
は、サステナビリティ経営委員会が担当しています。 

組織の総合的リス
ク管理への統合
状況 

 リスク・コンプライアンス委員会は、気候変動を含む全社リスクを識別・評価し、サステナビリティ経営委員会と連携してリスク
を抽出・分析・評価、再発防止策を立案、実行しています。 

主な機会 
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機会対策 

 

 

 

 

リスク対策 

 

 

 

 

気候変動対応の製品・サービス
の提供、デジタルテクノロジーを活
用した新規提案等 

炭素税等の法規制強化、 
低炭素技術の競争激化、 
顧客ニーズへの対応不足等 

温室効果ガス排出量の継続的な削減、 
再生可能エネルギーの利用拡大、 
気候変動戦略の透明性確保に向けた情報開示 等 

気候変動緩和・適応に向けたサービス、 
（CO₂排出量算定・可視化等）、高エネルギー効率
製品（HPC、5G仮想化基地局等） 
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指標と目標 

（Metrics and 

Targets） 

組織が戦略・リス
ク管理プロセスに
即して気候関連リ
スクおよび機会を
評価する際に用
いる指標 

 富士通グループは、気候関連のリスク対応において、GHG排出量の削減および再生可能エネルギーの導入が重要であると
認識しています。また、自社で実現した革新的省エネ技術の展開は、気候関連の機会獲得にもつながると考えています。
従って、GHG排出量および再生可能エネルギー導入比率を指標としています。中長期的な目標として「SBTi の認定目
標」「RE100目標」を短期的な目標として「環境行動計画」を定め、指標をモニタリングし、戦略の進捗管理およびリスク管
理を実施しています。                       

 中長期環境ビジ
ョン 

 富士通グループ
環境行動計画 

Scope 1、2 およ
び該当する 
Scope 3 の
GHG排出量 

GHG排出量 [単位︓千トン-CO2] 

項目 基準年 (2020年度) 実績 (2024年度) 
Scope 1 65 69 
Scope 2 (Market-based) 499 237 
Scope 3 (全体) 6,801 5,014 
主要な内訳 Category 1 3,027* 2,748 

Category 11 3,470 1,982 

* 2024年度の集計対象範囲にあわせて再集計した値 

気候関連リスクお
よび機会の管理
上の目標、および
目標に対する実
績 

気候関連目標・実績 

項目 目標 実績（2024年度） 
自らの GHG排出量削減  
*1*2 

中期 
2030年度までに 90%
削減  

自社環境ビジョン 45.8% 削減 

バリューチェーンの GHG排出量
削減 *1*3 

長期 
2040年度までに 90%
削減 

SBT 
ネットゼロ認定 

27.8% 削減 

再生可能エネルギー使用率 中期 
2030年度までに 
100%導入 

RE100加盟 47.5% 導入 

*1 2020年度比, *2 Scope 1 + Scope 2, *3 Scope 1 + Scope 2 +  Scope 3 
 

 

 

ガバナンス（Governance） 
 
富士通グループでは、代表取締役社長を委員長とした「サステナビリティ経営委員会」を設けています。同委員会は、中長期的な課題の検討や方針の策定、気候変動による
事業リスク・機会の共有や対策を決定し、進捗管理を行っています。また、それらの結果は、経営会議を通じて取締役会に報告されています。2020年 10月の委員会におい
ては、重要決定事項として富士通グループの GHG削減目標の SBT について「2.0℃」から「1.5℃」基準に目標引き上げを行うことを決議し、2021年 4月に SBTi から
1.5℃基準の認定を受けました。また、2021年 10月には、「1.5℃」、「4℃」の 2 つの外部シナリオを用いたシナリオ分析の結果について、サステナビリティ経営委員会で報
告し、各委員によって経営戦略討議での議論の必要性、注力ソリューションの選定、ソリューション提供後のインパクト測定などに関して活発な議論を行いました。 
また、全社レベルのリスクマネジメント体制において、取締役会の監督の下、代表取締役社長を委員長としたリスク・コンプライアンス委員会が、気候変動関連を含むグループ全
体のリスク分析と対応を行っています。同委員会は、リスクマネジメントに関わる最高意思決定機関であり、抽出・分析・評価を行った重要リスクについて、定期的に取締役会
に報告しています。さらに、富士通グループは ISO14001 に基づく環境マネジメントシステム（EMS）を構築しており、EMS による活動結果は、経営会議を通じて取締役会
に報告しています。 
気候変動関連ガバナンスのさらなる強化に向け、業務執行取締役を対象とした役員報酬の基本報酬、賞与、業績連動型株式報酬のうちの賞与について、2022年度以
降、第三者評価として「ESG関連第三者評価（DJSI(注 2)、CDP気候変動（注３）」を評価指標に追加しました。 
 

注2 DJSI︓Dow Jones Sustainability Index の略。米国 S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス社による株式指標で、ガバナンス・経済、環境、社会の 3 つの側面から企業を分析し、企業の持続可

能性（サステナビリティ）に優れた会社を選定するもの。 

注3 CDP気候変動︓ CDP が企業の「気候変動」への取り組みに対して調査、評価を実施し、その結果を公表するもの。 

 

 

戦略（Strategy） 
  

気候変動のリスクおよび機会 
 
2018年度に「2℃」シナリオ、2021年度に「1.5℃」および「4℃」の外部シナリオを用いて、気候変動による事業インパクトを分析することにより、富士通グループの気候関連リ
スク・機会を特定し、対応策を検討しました。富士通グループでは、自社オペレーション、サプライチェーンにネガティブな影響を及ぼす移行・物理リスクに対応するとともに、お客
様の気候関連リスクを理解することで価値創造の提案につなげ、ビジネス機会の獲得を目指します。 
 
＜リスク＞ 
リスク分類 対象期間 内容 主要な対応策 

移行 政策/

規制 

短～長期  温室効果ガス排出やエネルギー使用に関する法規制強化（炭素税、省エネ

政策等）に伴い、対応コストが増加 

 上記法規制を違反した場合の企業価値低下のリスク 

 温室効果ガス排出量の継続的な削減（再生可能エネルギー

の積極的な利用拡大、省エネルギーの徹底） 

 EMS を通じた法規制遵守の徹底 

市場 中～長期 
 カーボンニュートラルの推進（電動化などの普及）に伴った電力価格の高騰 

 社内基準の策定、革新的な技術開発などによる電力消費量

の削減 

技術 中～長期  熾烈な技術開発競争（省エネ性能、低炭素サービス等）で劣勢になり、市  顧客の気候変動課題解決に対応する製品・サービス開発、イ
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場ニーズを満たせなかった場合、ビジネス機会を逸失するリスク ノベーション推進 

評判 短～長期  投資家・顧客等のステークホルダーからの要請へ対応することによるコストの増加 

 外部要請への対応遅れによる評価・売上に対するネガティブ影響が発生 

 中長期環境ビジョン、環境行動計画の策定・推進 

 気候変動戦略の透明性確保に向けた積極的な情報開示 

物理 

（自然災

害等） 

慢性、

急性 

短～長期  降水・気象パターンの変化、平均気温の上昇、海面上昇、渇水などへの対応

コストが増加 

 異常気象の激甚化によるサプライチェーンを含む操業停止、復旧コストが増加 

 BCP対策強化、お取引先の事業継続体制の調査やマルチソ

ース化などの対策実施 

 潜在的水リスクの評価とモニタリングの実施 

 

個々のリスクにおける財務影響 ※2024 年時点の想定 

リスク
分類 

影響 
(事例) 

リスクの説明 
時 間
軸 

財務影響額(円) 財務影響額の説明 

移行 政策 
カーボンプ
ライシング
メカニズム 

• 炭素税の導入は富士通の拠点がある欧州、米国な
ど各国で進められており、省エネを目的とした設備投
資費（2023 年度の 21 億円）の支出などコスト増
加のリスクとなっている。 

• IEA（注 4）によると、米国では 2020 年に炭素税
が導入され、2050年まで上昇すると推測している。 

• 海外拠点の電力消費量の約 4.0%を占めている当
社の米国拠点が再エネ由来の電力を継続使用しな
かった場合、炭素税コストによって足元 0.2 億円から
最大で 1.4億円の影響が生じる可能性がある。 

中期 最小︓

1,454,175,300 

～ 

最大︓

15,268,840,650 

• IEA によれば、米国の炭素税は 20 ドル/t-
CO2 で導入され、2040 年には 140 ドル/t-
CO2 に引き上げられる見通しであるが、富士通
グループ全体のスコープ 1&2 排出量に適用し
てシミュレーションすると、15億円から153億円
（対ドルで 141 円換算）の財務的影響に相
当する。 

• 最悪の場合のシナリオでは米国の炭素税は
2050 年までに 210 ドル/t-CO2に上昇すると
いう報告があり、153 億円の財政的影響に相
当する。 

移行 政策 
電気料金
の変動に
伴う支出
増加、脱
炭素賦課
金 

• 富士通グループでは、データセンター運用や工場の生
産活動がグループ全体のエネルギー使用量の 8～9
割を占めている。事業活動においてエネルギー使用は
必要不可欠であるため、電力価格の変動に伴う事業
支出の増加をリスクとして重要視している。 

• 特に移行リスクとして、脱炭素化に係る追加コストを
懸念している。再エネ増加に伴い、2023 年度では
1.40 円/kWh だった FIT 賦課金（注 5）の単価が
2024 年度は 3.49 円/kWh になり、2030 年度に
は 10%程度上昇することが考えられる。 

• 将来的に FIT 賦課金が上昇すると、さらに事業支出
が増加して、データセンター関連サービスの原価競争
力が低下する。 

中期 3,900,000,000 • FIT賦課金は日本の富士通サイトに財政的影
響をもたらしている。今後、海外拠点においても
同様のスキームが金銭的影響を与えることを考
慮し、2030 年時点での FIT 賦課金（2024
年度の賦課金単価 3.49 円/kWh の 1.1
倍）の試算結果によると、世界の富士通グル
ー プ の 購 入 電 力 量 （ 2023 年 度 は
1,005,232 MWh）に対して、約 39億円の
影響が見込まれる。 

移行 評判 
パートナー
やステーク
ホルダーの
懸念の増
大、否定
的なフィー
ドバック 

• 気候変動対策で低位にランクされるなど、NGO のネ
ガティブキャンペーンやボイコットの対象になると、ブラン
ド価値が低下し、社会的信用の失墜、対策費用の
増大など、事業へのリスクがあります。近年では投資
家や取引先より気候変動対策の開示要請や契約条
件を求められており、取り組みが不可欠になる。 

• RE100 によると当社が所属する「Services」セクター
では、2022年の再エネ利用率 47％、RE100達成
目標年度の平均が 2026年と他の業種を引き離して
組みが先行し、業種固有のリスクが高くなっている。 

短期 最小︓

14,200,000,000 

～ 

最大︓

28,500,000,000 

• NGO の影響が比較的大きい海外拠点の売上
高 14,235 億円に対して、1 年間で 1%の影
響が発生した場合の財務的影響は 142 億
円、2 年間で 1%の影響が発生した場合の財
務的影響は 285億円程度と試算。 

 

注4 IEA︓International Energy Agency の略で、世界のエネルギー政策に関する提言、エネルギー市場の分析、エネルギー統計の収集・公表を行う国際エネルギー機関のこと。 

注5 FIT賦課金︓再生可能エネルギー発電促進賦課金の略称。再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT制度）に基づいて、電気料金の一部を負担すること。 

＜機会＞ 

機会分類 対象期間 内容 主要な対応策 

製品・サービス 短～長期  高エネルギー効率製品・サービスの開発・提供による売上増加 
 高性能・低消費電力の5G仮想化基地局、高性能・省電力のスー

パーコンピュータ等の開発・提供 

市場 短～長期  ICT活用により創出される気候変動対策に向けた新規市場機会の獲得  サプライチェーンの CO₂排出量算定・可視化、ゼロエミッションに向け

た新材料探索を効率化するシステム等の開発・提供 

レジリエンス 短～長期  レジリエンス強化に関する新製品およびサービスを通じた売上の増加  防災情報システム、洪水時の河川水位を予測する AI水管理予測

システム等の開発・提供 



 
シナリオ分析 
 
前提 
2021 年度、富士通グループは、1.5℃、4℃シナリオを用いて、気候変動の影響を受けやすい事業（Sustainable Manufacturing（検討領域︓石油化学、自動車、
食品、電子機器関連ビジネス）、Trusted Society（検討領域︓公共、交通、エネルギー関連ビジネス）、Hybrid IT(検討領域︓データセンター関連ビジネス)に対し、
2050年までを考慮したシナリオ分析を実施しました。 

 
シナリオ選択  1.5℃シナリオ、4℃シナリオ 

※IPCC、IEA、IRENAなどの情報を参考して設定 

対象事業 「機会」を中心とした分析︓顧客業界の気候関連リスクへの対応 

 Sustainable Manufacturing（検討領域︓石油化学、自動車、食品、電子機器関連ビジネス） 

 Trusted Society（検討領域︓公共、交通、エネルギー関連ビジネス） 

「リスク・機会」両面で分析︓自社事業および顧客業界の気候関連リスクへの対応 

 Hybrid IT(検討領域︓データセンター関連ビジネス) 

対象期間  2050年 

 
分析ステップ・内容 
リスク重要度の評価、シナリオ群の定義、事業へのインパクト評価、対応策の検討という 4 つのステップで分析を実施しました。 
 
最初に、TCFD 提言、外部レポートなどを踏まえ、対象事業に関するリスク・機会項目を整理しました。また、それぞれにより起こりうる事業インパクトの定性的な考察を、自社
および業界の観点でワークショップを通じて実施し、リスク・機会項目ごとの重要度を「大・中・小」で評価しました。そして、「大」と評価した重要項目別の将来変化を考察し、
IPCC、IEA、環境省等の機関、各種論文の科学的根拠等に基づくデータを活用し、シナリオ群を定義しました。具体的には、まず 1.5℃、4℃の 2050 年世界観について、
役員インプットセッションを通じて議論し、それを踏まえた対象事業別の世界観をファイブフォース分析などにより検討しました。（1.5℃の世界観は下記参照） 
 
1.5℃の世界観「2050年のカーボンニュートラルの世界」  

 
その後、事業へのインパクトについて、既存戦略・計画と各シナリオの世界観のギャップをリスク・機会の観点で定量的に試算しました。Hybrid IT(検討領域︓データセンター関
連ビジネス)について、気候変動がもたらす事業インパクトが自社の P/L（損益計算書）のうち、どの財務指標にどのように影響を及ぼすかを討議し、影響項目とそれぞれの試
算ロジックを整理しました。社内外の各種データ・情報を用いて、2050 年の営業利益に対するポジティブ(機会)およびネガティブな影響(リスク)を確認しました。例えば、1.5℃
シナリオの試算結果では、電力価格等の変化に伴うコスト増加が発生、一方で、カーボンニュートラルなデータセンターの需要増およびスマート化促進による通信量増大により
データセンターの需要が拡大することがわかりました。総合的な試算結果からは、機会によるポジティブな財務影響がリスクによるネガティブな財務影響を上回り、最終的に営業
利益に対しポジティブな財務影響を及ぼすことが導出されました。 
また、Sustainable Manufacturing（検討領域：石油化学、自動車、食品、電子機器関連ビジネス）、Trusted Society（検討領域：公共、交通、エネルギー関連
ビジネス）については、気候変動がもたらす事業機会を中心に分析を行い、新規に開拓可能な気候変動関連市場を推定し、2050 年の売上に対するポジティブなインパクト
を考察しました。 
最後に、ワークショップを開催し、シナリオ群定義の際に整理した各業界の動向と重視すべき事業インパクトに対する対応策の方向性を整理しました。具体的には、グループワ
ークを通じて、現時点での取り組みを確認した上で、中長期的な視点からの富士通への期待の観点を踏まえ、今後の取り組み方向性に関する意見を収集しました。 
 

分析結果 

シナリオで分析した機会について事業部のオファリングの検討・開発方向とアラインしていること、また、リスクについても対応策を整備できていることが確認できたため、中長期的



な観点から富士通の事業は戦略のレジリエンスがあると評価しました。 
現在、Sustainable Manufacturing においては「Carbon Neutrality」、「Resilient Supply Chain」、Trusted Society においては「Sustainable Energy & 
Environment」、「Sustainable Transportation」の取り組みテーマ/領域を掲げており、オファリングの展開を推進していきます。 

 

＜機会面の分析＞ 

対象事業︓Sustainable Manufacturing 
検討領域  リスク重要度の評価 (1.5, 4℃共通) シナリオ群の定義 対応策の検討（一部抜粋） 

石油化学関

連ビジネス 

＜政策/規制、市場、技術、評判関連＞ 

カーボンニュートラルに向けた資源循環型の

ビジネス基盤としての ICT技術が普及 

 

 

 

＜自然災害関連＞ 

自然災害リスクの増大による工場・ 

サプライチェーンの被害が増加 

 

 

1.5℃シナリオ 

サプライチェーン全体を通してカーボンニュート

ラル原料を使用した環境配慮型の製品への

転換、ポートフォリオ変革が進み、トレーサビリ

ティ強化、研究開発の効率化に対する需要

が向上  

 サプライチェーン全体の CO₂排出量の可視化、カーボンニュートラルに向けた戦

略、施策支援 

 マテリアルズ・インフォマティクスを活用したエコ材料開発ソリューション  

 データドリブンマネジメントによる ESG軸での経営可視化、SX施策の立案と実

行   

4℃シナリオ 

自然災害の激甚化によりレジリエントな工

場・サプライチェーンに対する需要が増加 

 リスク事象発生時のシミュレーションとリスク情報のタイムリーな把握の支援  

 データドリブンマネジメントによる迅速な対処（製造体制や調達先、SCM の見

直し等）  

自動車関連

ビジネス 

＜政策/規制、市場、技術、評判関連＞ 

内燃機関への規制が強化。電気自動車の

普及が拡大し、製品ライフサイクル全体のカ

ーボンニュートラル化が進む 

 

 

 

 

 

＜自然災害関連＞ 

自然災害リスクの増大による工場・サプライ

チェーンの被害が増加 

 

 

1.5℃シナリオ 

ライフサイクル全体での環境負荷低減に向け、

サプライチェーンのトレーサビリティ強化や MaaS

等に対する需要が増加  

 サプライチェーン全体のCO₂排出量の可視化、カーボンニュートラルに向けた戦

略、施策支援 

 EV需要に向けた支援（例 EV バッテリーのサーキュラーマネジメント） 

 データドリブンマネジメントによる ESG 軸での経営可視化、SX 施策の立案と

実行  

 デジタル技術を活用した設計から製造、保全までのプロセス自動化サービス  

4℃シナリオ 

内燃機関の発展が加速し、高度化に対する需

要が増加。また、自然災害の激甚化による安

定した原料調達や事業継続力強化に対する

需要が増加  

 リスク事象発生時のシミュレーションとリスク情報のタイムリーな把握の支援  
 データドリブンマネジメントによる迅速な対処（製造体制や調達先、SCM の

見直し等） 

 エンジニアリングアウトソーシングによる経営資源の取捨選択と開発プロセス・

技術の高度化  

食品関連ビ

ジネス 

＜政策/規制、市場、技術、評判関連＞ 

エシカル消費の意識が高まり、資源循環 

や生物多様性等 が推進される 

 

 

 

＜自然災害関連＞ 

自然災害、気温上昇リスクの増大による 

農業被害が増大 

 

 

1.5℃シナリオ 

消費者意識の変容で、包装材環境配慮、産

地証明やスマート農業、フードロス等への対応

に関する需要が増加 

 サプライチェーン全体のCO₂排出量の可視化、カーボンニュートラルに向けた戦

略、施策支援 

 バリューチェーン全体のトレーサビリティ強化支援 (需給の最適化、消費者行

動変容支援) 

 データドリブンマネジメントによる ESG 軸での経営可視化、SX 施策の立案と

実行  

4℃シナリオ 

自然災害による食糧安定供給が課題になり、

「レジリエントな農業」に対する需要が増加 

 リスク事象発生時のシミュレーションとリスク情報のタイムリーな把握の支援  

 データドリブンマネジメントによる迅速な対処（製造体制や調達先、SCM の見

直し等）  

電子機器関

連ビジネス 

＜政策/規制、市場、技術、評判関連＞ 

工場の省エネ化や電気自動車向け製品 

市場が拡大。地産地消・3Ｄプリンター 

等の抜本的な製造改革可能性が高まる 

 

 

 

 

＜自然災害関連＞ 

自然災害、水不足リスクの増大による 

工場・サプライチェーンの被害が増加 

 

1.5℃シナリオ 

省エネ/省人化関連技術が普及。デマンドチェ

ーン等ビジネスモデルが抜本的に変革する需要

が増加 

 サプライチェーン全体の CO₂排出量の可視化、カーボンニュートラルに向けた

戦略、施策支援 

 デジタル技術を活用した設計から製造、保全までのプロセス自動化サービス 

 データドリブンマネジメントによる ESG 軸での経営可視化、SX 施策の立案と

実行  

4℃シナリオ 

自然災害リスクにも耐えうる、工場やサプライチ

ェーンの構築、生産現場の労働生産性の向上

に関する需要が増加 

 デジタル技術を活用した設計から製造、保全までのプロセス自動化サービス 

 リスク事象発生時のシミュレーションとリスク情報のタイムリーな把握の支援 

 データドリブンマネジメントによる迅速な対処（製造体制や調達先、SCM の

見直し等）  

 

重要なリスク・機会項目  政策/規制、市場、技術、評判関連        自然災害関連       

 炭素価格   排出目標  

 省エネ政策  
 重要商品 / 製品価格増減   

  降水・気象パターンの変化  

    異常気象の甚大化     

 重要商品 / 製品価格増減   

 炭素価格   排出目標  

   次世代技術の普及    

   投資家評判変化     

  降水・気象パターンの変化  

 重要商品 / 製品価格増減   

   次世代技術の普及    

    平均気温の上昇     

    異常気象の甚大化     

 重要商品 / 製品価格増減   

   次世代技術の普及    

   投資家評判変化     

 炭素価格   排出目標  

  降水・気象パターンの変化  



対象事業︓Trusted Society 

検討領域  リスク重要度の評価 (1.5, 4℃共通) シナリオ群の定義 対応策の検討（一部抜粋） 

公共、交通、

エネルギー関

連ビジネス 

＜政策/規制、市場、技術、評判関連＞ 

カーボンニュートラル化が進み、環境配慮等

が都市やサービスを選択する価値観となる 

 

 

＜自然災害関連＞ 

自然災害リスクの増大による都市 

・建物やインフラへの被害が増大 

 

 

1.5℃シナリオ 

都市・エネルギーインフラのデジタル化、環境配慮

等の新たな価値の定量化・可視化ニーズが増加 

 グリーンエネルギーによるカーボンニュートラル社会に向けたリアルタイム・デ

ータを活用したエネルギー需要・供給バランスの予測・制御  

4℃シナリオ 

レジリエントな都市基盤に対する需要増加 

 デジタルツイン基盤の構築とシミュレーション活用強化や人流/個人を考慮

した都市インフラの最適化、あらゆる人へのレジリエントな移動・輸配送手

段の提供、防災減災支援  

 

＜リスク・機会面の分析＞ 

対象事業︓Hybrid IT 

検討領域  リスク重要度の評価 (1.5, 4℃共通) シナリオ群の定義 対応策の検討（一部抜粋） 

データセンタ

ー関連ビジネ

ス 

＜政策/規制、市場、技術、評判関連＞ 

環境価値のトレーサビリティやデータ 

センターの電化・スマート化が進む 

 

 

 

 

 

＜自然災害関連＞ 

自然災害リスクの増大によるデータセンター

への被害が増大 

 

 

1.5℃シナリオ 

省エネ・環境配慮がお客様によるサービス選定の

基準となり、データセンター自体のカーボンニュート

ラル化が競争力の源泉に 

 エネルギー効率に優れたデータセンター  

4℃シナリオ 

レジリエントなデータセンターに対する需要が増

加。また、自社保有データセンターに対する災害

リスクも高まり対応が必要 

 災害に備えたディザスタリカバリセンターサービス 

 地震対策、セキュリティ対策が万全に整った堅牢なデータセンター   

※上記シナリオ分析は、想定された仮説を踏まえ、富士通の事業戦略のレジリエンスを検証するものであり、将来の不確実性を考慮した 1シミュレーションと位置づけています。 
 

リスク管理（Risk Management） 
 
全社レベルのリスクマネジメント体制において、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、気候変動関連を含むグループ全体のリスクの識別・評価・管理を行っています。同委員
会は全社共通のリスクアセスメントを定期的に実施するため、ツールを作成して各リスク・コンプライアンス責任者に配布し、回答を収集します。全社横断的な各リスクの所轄部
門は、このツールを用いてリスクの脅威に関する影響度および発生可能性、対策状況等の項目についてアセスメントを実施し、リスクの脅威を回答します。気候変動関連のリス
クアセスメントは、すべての関係部門が全社から収集した情報を用い、政策、評判、自然災害、サプライチェーン、製品・サービス等の各部門の専門性をもとに実施しています。
リスク・コンプライアンス委員会は、各部門が回答したアセスメントの結果を影響度および発生可能性の 2側面で一元的にマトリクス分析し、全社レベルでの優先順位の高いリ
スクを抽出します。この結果は取締役会に報告しています。 
 
サステナビリティ経営委員会では、気候変動による事業リスク・機会や対策を共有し、進捗管理を行っています。また、富士通グループは ISO14001 に基づく環境マネジメント
システムを構築しており、この体制の下で法令遵守等のリスクのモニタリングを行っています。 
 

指標と目標（Metrics and Targets） 
 
富士通グループは、温室効果ガス排出削減目標について、SBTi より 2017年には「2℃水準」の認定を取得、2021年には「1.5℃水準」の認定を取得しました。2023年
8月にはカーボンニュートラルに向けた動きを加速するため、自社事業活動における排出量を 2030年度に、またバリューチェーン全体の排出量を 2040年度にネットゼロとす
る新たな目標を策定し、SBTi より「ネットゼロ」の認定を取得しました。加えて、SBT の更新に合わせ、再生可能エネルギー目標である RE100 についても、再生エネ率
100％目標を 2050 より 20年前倒し、2030年度までに 100％とする目標を策定しました。 
当該年度の実績として、2030年度までに自ら(Scope1+2)の GHG排出量削減率（基準年度︓2020年度）を 90％削減する目標に対し、2024年度には 45.8％
の削減を実現しています。また、2040年度までにバリューチェーン全体(Scope1+2+3)の GHG排出量削減率（基準年度︓2020年度）を 90％削減する目標につい
ても、2024年度に 27.8％削減しました。 
再生可能エネルギーの目標については、2030年度に再生可能エネルギー導入率 100％の目標に対し、2024年度は 47.5％まで拡大しました。 
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